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（別紙２） 

 

３．助成対象事業の成果（結果） 

 

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。 

 中小企業ＤＸ取組促進支援事業（Ａ①、Ａ②） 

 

 

【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】 

ビジネス環境の変化に対応するため、デジタル技術の導入により業務効率化を図る中小

企業は増えている。 

一方、埼玉県四半期経営動向調査では、企業がＤＸに取り組む上での課題として、「Ｄ

Ｘを担う人材がいない」、「何をどう進めていいか分からない」ことが挙げられている。

また、期待する支援として、「先進事例の紹介」、「人材の育成・供給」が挙げられてい

る。 

そこで、当事業では「セミナーの実施」によりＤＸに対する普及啓発や理解促進を図る

とともに、「先進事例の紹介」を実施して、何をどう進めてよいかわからない企業に対し

て具体的な取組の検討を促進させる。 

さらに、実際に取り組む際に課題となる社内の人材を育成するため、「ＤＸ推進人材の

育成」を行い企業のＤＸ推進を支援していく。 

・1.「ＤＸ推進セミナーの実施」については、当公社が主催し、最新の技術動向や活用事

例を紹介するセミナーを開催する。 

・2.「先進事例の紹介」については、埼玉県内外のＤＸを推進する先進企業の状況をオン

ラインで年２社視察することにより、先進企業の講演や現場をリアルタイムに視察し、Ｄ

Ｘ推進に役立つ知見やノウハウを習得することで、自社のデジタル化、ＤＸへの課題や方

向性を整理し見える化することを促す。 

・3.「ＤＸ推進人材の育成」については、中小企業の経営幹部層を対象に各種業界団体の

会員や金融機関の顧客先等に対し「ＤＸ推進人材育成講座」を開催することにより、人材

の育成を図る。基本カリキュラムや講師は当公社が複数用意し、実施団体等が会員や顧客

先にとって適切な内容を選択し、実施する。 

 これらにより、業界全体のＤＸの取組の底上げや中小企業のＤＸの取組促進を行う。 

 

 

【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】 

・1.「ＤＸ推進セミナーの実施」 

ＤＸに係る最新の技術動向や活用事例を紹介するセミナーを開催し、併せて、受講者の

利便性向上のため、事後的に見逃し配信を併せて行った。当初、年４回の開催を予定して

いたが、参加者のアンケート結果が大変好評であり、年６回に回数を増加した。これによ

り、より多くの事業者に対して幅広く最新動向や県内中小企業の事例等を紹介し、県内中

小企業のデジタル化・ＤＸ推進に貢献することができた。 

・2.「先進事例の紹介」 

地理的・人数制限により視察が困難なＤＸ先進企業をオンライン・リアルタイムで視察

する研修を実施した。参加者によるＱＡも活発に行われ、臨場感のある研修を提供するこ

とができた。アンケート結果では高い満足度を得られた一方、改善要望も寄せられたた

め、今後の実施内容については再検討の必要がある。 

・3.「ＤＸ推進人材の育成」 

経済団体、業界団体、工業団地協同組合、金融機関、支援団体等を対象にＤＸ講座開催

に係る講師謝金を補助し、県内事業者のＤＸ推進人材の育成を支援した。当初、１０団体

に対して１回ずつの開催補助を行う予定であったところ、１０団体に対して計１６回の補

助を実施した。また、当公社の専門家を講師として派遣し、デジタル化・ＤＸの普及啓発

を図る講演を計１３回実施した。これらにより、業界の意識向上と人材育成の促進に寄与

した。 
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【評価〈目標の達成度〉、数値の検証等】 

・1.「ＤＸ推進セミナーの実施」 

年４回の実施目標に対して年６回の実施により、達成率は１５０％である。受講者数の

目標２００名対し、実績は５９８名であった。アンケート結果においても、全ての回にお

いて満足度９５％以上を達成し、効果的な研修を実施することができた。 

・2.「先進事例の紹介」 

年２回の実施目標に対して年２回の実施により、達成率は１００％である。アンケート

においてもＤＸ推進を検討する参加者から「非常に参考になった」との回答を得られ、具

体的な取組手法の研究や自社との比較に資する内容になったものと考える。一方で、受講

者数目標が各回５０名であったところ、第１回は５０名、第２回は４７名であったことか

ら、更なる事業周知が課題である。 

・3.「ＤＸ推進人材の育成」 

年１０回の実施目標に対して各業界の事業実施に関する高い意識が見られ、年１６回の

実施により、達成率は１６０％である。想定を超える各業界団体の実施要望により、目標

を上回る成果を得ることができた。 

 

 

【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】 

本事業で得られた成果を踏まえ、さらなる機運醸成と中小企業のデジタル化・ＤＸ推進を

加速させるため、以下の施策を展開し、これらの効果的な実施と「埼玉県ＤＸ推進支援ネッ

トワーク」活動の相乗効果により、県内中小企業に対する支援内容の充実を図る。 

 

・継続実施による機運醸成と取組促進 

 本事業の継続実施を通じて、ＤＸに関する最新の情報提供や成功事例の共有を進め、県内

中小企業のＤＸ推進の意識向上を図る。また、セミナーや事例紹介を通じて、デジタル化・

ＤＸに取り組む際の具体的なヒントを提供し、導入の障壁を低減させる。 

 

・事業間の連携強化による支援の深化 

 相談窓口やマッチング支援等、ＤＸ推進に関する他の支援事業と連携し、より実践的な支

援へとつなげる。特に、セミナー参加者の要望に対しては、専門家や支援機関へと繋げるた

めの仕組みを強化する。 

 

・成果の分析と改善による事業の高度化 

 本事業の参加者からのフィードバックを分析し、より効果的な支援を行うための改善を図

る。具体的には、セミナーの内容を業種別にカスタマイズする、先進事例の視察方法をより

臨場感のある形式に改善する、ＤＸ推進人材育成のカリキュラムを実践的な内容にブラッ

シュアップするなどの施策を検討する。 

 

・関係機関との連携強化による支援体制の拡充 

 「埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク」を主軸として経済団体、業界団体、金融機関、自治

体等との連携を更に強化し、ＤＸ推進のための支援ネットワークを拡充する。特に、企業が

ＤＸを進める際の多方面の課題に対応できるよう、各機関からの支援を一元的に提供できる

体制を整備する。 

 

 

注１）上記項目について詳細に記載してください。 

注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。 

注３）成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してくださ

い。 

 








